
 
 

  

役員、学部等構成、学生数・教職員数、基本目標、機構図等 

 

法人等の概要、全体的な計画の進捗状況、評価の項目(特記す

べき取組等) 

 

中期計画及び年度計画に対する項目ごとの実施状況等  

１ 大学の教育研究等の質の向上に関する取組 

       （中期計画 34 項目・年度計画 61 項目） 

２ 法人の経営に関する取組 

       （中期計画 15 項目・年度計画 24 項目 

３ 自己点検・評価及び情報の提供に関する取組 

（中期計画４項目・年度計画５項目） 

４ その他業務運営に関する取組 

（中期計画４項目・年度計画６項目） 

 

 

 

 

 

 

予算、収支計画、資金計画の実績等、別表（学生の状況） 
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Ⅰ 法人の概要（Ｐ1～ ） 

Ⅱ 全体的な状況（Ｐ4～） 

～ ） 

Ⅲ 項目別の状況（Ｐ9～ ） 

Ⅳ その他の記載事項（Ｐ76～ ） 

Ⅴ その他法人の現況に関する事項 

（Ｐ81～ ） 

平成 27 事業年度及び第１期中期目標期間 

公立大学法人静岡文化芸術大学 

 



 

 

・静岡文化芸術大学は、平成22年４月に運営主体を学校法人から

公立大学法人に移行した。 

・公立大学法人化後６年目となる平成27年度は、第１期中期計画

の最終年度であり、新教育課程の実施に向けた取り組み、学生支

援の充実、地域貢献の進展、海外の大学等の交流や多文化共生の

推進、業務運営の効率化など、計画達成に向けた総仕上げに取り

組んだ。 

 

【主な取組み及び成果等】 

（１）大学の教育研究等の質の向上に関する取組み  

（教育研究等） 

・アドミッション・ポリシー（入学者受入れ方針）、カリキュラ

ム・ポリシー（教育課程編成・実施の方針）、ディプロマ・ポ

リシー（学位授与方針）の３ポリシーを制定し、それぞれの指

針のもと、新教育課程の導入、デザイン学部の再編、ＧＰＡ制、

ＣＡＰ制及びＴＯＥＩＣ等の外部検定制度を活用した成績評

価基準の明確化など、入学から卒業、就職を視野に入れた一貫

した教育指導体制を整えた。 

・平成 27年度に新教育課程を導入し、幅広い教養教育と多彩な

創造性を磨く専門教育を通して、学士力の涵養を行う教育体

制を実現した。 

・英語・中国語の必修単位を全学的に倍増させるとともに、英

語・中国語教育センタ－を設置し、英語及び中国語任期付教員

を採用して英語及び中国語教育のより一層の充実を図った。 

・デザイン学部において、人間や文化の多様性を視野に入れ、使

う人の立場に立ったユニバーサルデザインを基本に、快適に

生活できる環境や生活空間を提案し、新しい文化･人間社会の

創造を通じて地域の発展や文化の向上に貢献する人材を育成

するため、広い視野でデザインを理解し、より深く専門性を追

求していけるよう平成27年度に１学科５領域に再編した。 

 

（学習支援） 

・様々な問題を抱えた学生に対応すべく、副学長・教務部長・学

生部長・進路部長による三部長調整会議やカウンセラー、修学

サポート室を設置して、組織的な学生サポート体制を作り上

げた。 

 

（研究） 

・地域貢献できる研究の重点目標研究領域（アートマネジメン

ト、多文化共生、ユニバーサルデザイン）を推進し、アートマ

ネジメント領域においては、平成 25 年度、26 年度、27 年度

と３年連続して文化庁補助事業に採択された。 

 

（地域貢献） 

・地域連携室を設置して地域社会との交流・連携のための窓口を

一本化し、地域や市民のニーズを踏まえたテーマや著名な講

１ 全体的な状況 
 



師による公開講座を実施するなど、内容の充実を図った。 

 

（国際交流） 

・新たにインドネシア・アイルランガ大学、フランス・ブルゴー

ニュ大学ＣＩＥＦ（国際フランス語教育センター）、イタリア・

ボローニャ大学、トルコ・イズミール経済大学と交流協定を締

結し、交換留学生の派遣、受入れ、語学研修等の積極的な交流

を図った。 

 

（２）法人の経営に関する取組み 

（業務運営） 

・毎年度、教職員に向けて、前年度の年度業務実績、評価結果及

び決算概要等に関する説明会を開催し、また、大学運営及び教

育研究全般に係る重要な課題事項等については、学長、理事、

副学長、学部長、研究科長等で組織する大学運営会議において

検討・協議することで教職員の意識の共有化を図り、教職員の

一体的な大学運営に取り組んだ。 

・監事、会計監査人及び法人による三様監査を充実させ、有機的

な連携体制を構築した。また、内部監査機能充実のため、平成

28年度の監査室設置を目指して準備した。 

・教職員評価制度について、教職員にインセンティブが働く仕組

みを構築すべく検討し試行を行い、教員については教員活動

評価を開始して平成27年度に優秀者について学長賞等の表彰

を行った。 

 

（財務内容） 

・外部研究資金獲得に向け、申請窓口の一本化、学内説明会の開

催、申請に係る教員の事務的負担の軽減や外部研究資金獲得

教員への個人研究費の加算など支援体制を充実・強化した。 

 

（３）自己点検・評価及び情報の提供に関する取組み 

 ・大学のホームページの全面的なリニューアルを実施し、掲載情

報を充実させるとともに、スマートフォン用サイトの運用や

平成27年度にはＳＮＳの活用を開始し、積極的に法人及び大

学の最新情報を公開した。 

・学術リポジトリを活用し、研究紀要のほか、特別研究費や科学

研究費による研究成果を学外に発信した。 

 

（４）その他業務運営に関する取組み 

・大災害対応マニュアルを作成・配付したほか、被害予測を基に

津波発生等の大規模災害を想定した実践的な防災訓練を実施

した。 

・ハラスメント防止意識を高めるため、教職員及び学生に対し、

開学記念式典等の機会に啓発を行うとともに、平成25年度か

らは防止啓発リーフレットを作成し、配付している。 



 

(1) 大学の教育研究等の質の向上に関する取組み        

特筆すべき取組及び成果等 

① 教育 

＜中期目標期間＞ 

ア 教育課程の改正とデザイン学部の再編 

・ 新教育課程において学外での語学学修成果を単位化、イベン

ト・ボランティア活動等の地域連携型授業「実践演習」を導

入。【№6,8,10】 

・ 新教育課程において新たな成績評価基準としてＧＰＡ制及び

ＣＡＰ制を導入。【№10】 

・ デザイン学部の再編に伴い、より柔軟なカリキュラム編成を

実現。【№12】 

イ 語学教育の強化 

・ 新教育課程において、英語及び中国語の必須単位を４単位か

ら倍増。【№6】 

・ 英語・中国語教育センターの設置と任期付教員を４名配置。

【№6,12,16,40】 

・ 全入学生を対象にＴＯＥＩＣ ＩＰテストを実施し、学生の英

語力モニタリングを継続。【№4】 

ウ その他教育の取組み 

・ 授業方法の合理化・効率化のための学籍・教務情報システム

の導入・運用。【№8,13,15】 

・ 教育力向上のために行っているＦＤ活動を強化する方向で体

制を整え、定期的かつ継続的に実施。【№4,14,15】 

＜平成 27 事業年度＞ 

ア 新教育課程の実施と再編後のデザイン学部の教育運営 

・ 新教育課程全体について、移行期間に伴う問題を解消しつつ円

滑に運用。（№10,11） 

・ デザイン学部の再編に伴い、基礎科目選択時の人数の偏り解消

のため具体策を検討するとともに、学生に対し履修登録時の注

意喚起を実施。平成 28 年度から学生が５領域選択時の方針を決

定し、ルールを策定。（№1,2） 

・ 新教育課程で導入した教育プログラム「実践演習」のうち１年

生対象の「地域連携実践演習」を実施。（№21,22） 

イ 語学力強化への取組み 

・ 英語・中国語センターと学部の英語教育の連携強化（№12,71） 

・ 新教育課程において、英語と中国語の授業の午前中集中配置。              

【№6】 

ウ その他教育の取組み 

・ 社会人対応として高度な職業人の養成を目的とした「社会人専

門講座」を平成 28 年度から開設。（№3） 

・ インターンシップに関わる登録等の作業のＷｅｂ化を本格実

施。（№5） 

２ 項目別の状況          
 



② 学習支援 

＜中期目標期間＞ 

ア 学修支援 

・ 単位修得状況等により対応を要する学生について、教務部長、

学生部長、進路部長の三部長調整会議を中心に、教員、事務

局修学サポート室等で連携して対応。【№16】 

・ 成績優秀者に対するスズキ奨学基金学習支援奨学金の給付を

継続。【№16】 

・ 学生の学内外における学習成果の発表及び自主的な学習活

動・課外活動に対する支援を継続。【№16,19】 

イ 生活支援 

・ 精神面に問題を抱える学生や発達障害の学生への対応するた

め、修学サポート室の設置、運営。【№18】 

・ 「障害者差別解消法」に対応するための学内の仕組み、規程、

要領等の整備。【№18】(№30） 

・ 授業料減免による経済支援を強化し継続。【№18】 

ウ キャリア支援 

・ 両学部の就職委員会を統合して進路委員会と進路部長職を設

置。【№20】 

・ 公立大学法人化による県外出身者の増加に対応した進路支援

体制の整備。【№20】 

・ 各学年を対象にキャリア形成から就職指導支援まで体系的な

支援体制を構築。【№3,20】 

 

＜平成 27 事業年度＞ 

ア 学習支援 

・ 留学生に対し、外部機関とも連携をとりながら、チューター制

として、語学担当教員や学生参加による支援体制を継続。（№29）

【№17】 

イ 生活支援 

・ 修学サポート室について、学生が利用しやすい環境に整え移転

設置し、カウンセリング機能を充実化。（№30） 

・ 年度途中の急変的事情による経済的に支障が生じた者について

も授業料減免対象とするよう規程を改正。（№31） 

ウ キャリア支援 

・ 学生の就職、進学等の状況について進路委員会を通じて教員が

情報共有し、未内定者に対するフォローアップを実施。（№34） 

・ 県外出身学生が県内での就職も視野に入れられるよう、県内企 

業参加による企業説明会を実施。（№34） 

 

 

 

 

 

 

 

 



③ 研究 

＜中期目標期間＞ 

ア 重点目標研究領域（アートマネジメント、多文化共生、ユニバ

ーサルデザイン）の研究を推進 

  アートマネジメント領域においては、平成 25 年度から３か年、

文化庁補助事業「大学を活用した文化芸術推進事業」として「ア

ートマネジメント実践ゼミナール」を実施。【№21】 

イ 外部研究資金獲得策強化により、獲得件数を倍増。【№22】 

ウ 地域の関係者に向けて研究成果発表会を開催し、研究活動成果

に係る情報を発信するとともに、その概要を大学ホームページ

に公開。【№23,26】 

 

＜平成 27 事業年度＞ 

ア 産業界や行政、大学等のニーズにより、教員、研究施設、設 

備の活用による共同研究、受託研究を実施。(No.43) 

イ 研究成果の検証に基づいて、平成 28 年度からの特別研究費 

の配分方法を見直し。(No.37,39) 

④ 地域貢献 

＜中期目標期間＞ 

ア 地域社会との連携 

・ 地域連携室を設置し、交流・連携の総合窓口として、自治体

から大学への依頼や要望に、迅速かつ的確に対応。【№29】 

・ 地域の市民のニーズに応える形で、公開講座、公開工房、文

化芸術セミナー等の講座を開催し、参加者数を拡大。【№27】 

・ ユニバーサルデザイン学習に関連した施設見学に小中学校、

高等学校生徒を受入れるとともに、自由創造工房、図書館を

市民開放。【№27】 

イ 地域の企業、自治体等との連携 

・ 企業等との共同研究、受託事業を継続して実施。【№28】 

・ 教員の専門性に応じ、地域自治体、県の各種審議会及び委員

会等に積極的に参加･協力。【№29,30】 

＜平成 27 事業年度＞ 

ア 地域社会との連携 

・ 市民向け公開講座について、講義形式を見直し、ニーズに沿っ

たテーマや著名な講師を依頼することにより参加者数を伸ばし

た。(No.46) 

イ 地域の企業、自治体等との連携 

・ 地域の自治体、県が実施する各種プロジェクトに係る事業を積

極的に受託。(No.51,52) 

・ 研究成果の地域産業への還元を継続。(No.50) 【№28】 

 

 



・ 静岡県教育委員会が企画した高大連携事業であるアカデミッ

クチャレンジ事業を受託して実施。【№32】 

 

⑤ 国際交流 

＜中期目標期間＞ 

ア 国際交流の基本方針に基づき、交流協定締結校との間で留学生

の派遣及び受入れを実施。【№33】 

イ インドネシア・アイルランガ大学、フランス・ブルゴーニュ大

学ＣＩＥＦ（国際フランス語教育センター）、イタリア・ボロ

ーニャ大学、トルコ・イズミール経済大学との交流協定を締結。

【№33】 

ウ 「多文化子ども教育フォーラム」など、多文化共生推進のため

のワークショップやシンポジウムを開催するとともに、大学の

ホームページに「多文化共生」のサイトを開設し、各種調査結

果を市民にフィードバックした。【№34】 

 

＜平成 27 事業年度＞ 

ア （独）日本学生支援機構の海外留学支援について、派遣と受入

れの双方型の留学プログラムが採択され、留学費用の一部とな

る奨学金を獲得。(No.59) 

イ トルコ・イズミール経済大学と交流協定を締結し、本学教員・

学生を同大学へ派遣してデザイン・ワークショップを実施。

(No.59) 

ウ 多文化共生推進のため、「多文化共生ワークショップ」を地域連

携実践演習のプログラムの１つに組み込み、学生参加の実践的

な活動として実施。(No.60) 

 

(1)大学の教育研究等の質の向上に関する取組み 項目別の評価状況 

＜中期目標期間＞ 

項目 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 計 

教育 3 12 0 0 15 

学生支援 1 4 0 0 5 

研究 0 6 0 0 6 

地域貢献 0 6 0 0 6 

国際交流 1 1 0 0 2 

第１期計 

（構成比） 

5 

14.7% 

29 

85.3% 

0 0 34 

 

＜平成 27 事業年度＞ 

項目 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 計 

教育 1 25 0 0 26 

学生支援 0 10 0 0 10 

研究 0 9 0 0 9 

地域貢献 0 13 0 0 13 

国際交流 2 1 0 0 3 

27 年度計 

（構成比） 

3 

4.9% 

58 

95.1% 

0 0 61 

 



 

 

(2) 法人の経営に関する取組み      

特筆すべき取組及び成果等 

① 業務運営 

＜中期目標期間＞ 

ア 学生や地域のニーズに合わせ、教務・学生室、入試室、地域連

携室を設置し、開学以来初めてとなる大幅な事務局組織の再編

整備を実施。【No.45】 

イ 監事、会計監査人及び法人による三様監査を充実させるととも

に、内部監査機能の強化を目的として平成 28 年度から監査室

を設置。【№39,45】 

ウ 教職員評価制度について、教員について教員活動評価要領を策

定し運用実施。職員については、事務職員活動評価制度実施要

領を策定し、試行を行い必要な修正を加えたうえ、平成 28 年

度から本格実施。【No.41】 

＜平成 27 事業年度＞ 

ア 入学者選抜、広報、高校との連携等を組織的かつ迅速に実施す

るため、入学試験・高校大学連携センターの平成 28 年度設置に

向け調整準備。（№8,63） 

イ 内部監査について、監査室の平成 28 年度設置に向け調整準備。

(No.69,70)  

 

② 財務内容 

＜中期目標期間＞ 

ア 外部資金獲得に向け、教員への支援体制を充実・強化。 

【№22,47】 

イ 各事業の目的の明確化とともに予算執行状況に応じた補正予

算を編成するサイクルの定着化を通して、予算執行の管理レベ

ルの引き上げ。【№48】 

＜平成 27 事業年度＞ 

ア 施設管理面を中心に、管理水準や契約内容を見直し、経費削減

策を実施。（№83） 

イ 空調機器等設備更新に当たり、省エネを推進。(№83) 



 

 

(2)法人の経営に関する取組み 項目別の評価状況 

 

 

＜中期目標期間＞ 

 

項目 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 計 

業務運営 3 8 0 0 11 

財務内容 0 4 0 0 4 

第 1 期計 

（構成比） 

3 

(20.0%) 

12 

(80.0%) 

0 0 15 

 

 

 

＜平成 27 事業年度＞ 

 

項目 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 計 

業務運営 3 15 0 0 18 

財務内容 0 6 0 0 6 

27 年度計 

（構成比） 

3 

(12.5%) 

21 

(87.5%) 

0 0 24 

 

 



 

 

 (3) 自己点検・評価及び情報の提供に関する取組み        

特筆すべき取組及び成果等 

① 評価 

＜中期目標期間＞ 

全学的な組織として自己点検・評価委員会を設置し、定期的な自

己点検・評価を実施するとともに国の認証評価機関評価を受け改善

措置を講じた。【№50】 

＜平成 27 事業年度＞ 

  外部評価の受審のための準備を進めた。（№86） 

② 情報公開等 

＜中期目標期間＞ 

ア 情報公開を推進し、大学のホームページの全体的なリニューア

ルと学術リポジトリの稼動を実施。【№51,23】 

イ 情報セキュリティーポリシーを決定したうえで、情報セキュリ

ティーのガイドライン及び解説を策定し、教職員に周知徹底し

た。 

【№52】  

＜平成 27 事業年度＞ 

マイナンバー制度の施行に伴い、特定の個人情報の取扱いについて

規程を定め、個人情報保護を強化。(No.88) 

③ 広報 

＜中期目標期間＞ 

広報委員会を中心に広報対象、地域及び媒体等を見直し、広報の

基本計画を策定。これに基づきホームページのリニューアルや英語

版・中国語版の大学案内を刷新し、効果的な広報を実施。【№53】 

＜平成 27 事業年度＞ 

ア ＳＮＳを活用し学生募集の広報を改善。(No.90) 

イ 保護者（後援会）や卒業生（同窓会）等を対象として、広く大

学の現状を周知するため、広報誌「碧い風」を創刊。(No.89) 

ウ You Tubeにアップした公式動画の視聴が年間4,000回を超える。

(No.90) 



 

 

(3)自己点検・評価及び情報の提供に関する取組み 項目別の評価状況 

 

 

＜中期目標期間＞ 

 

項目 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 計 

評価 0 1 0 0 1 

情報公開等 0 2 0 0 2 

広報 1 0 0 0 1 

第 1 期計 

（構成比） 

1 

(25.0%) 

3 

(75.0%) 

0 0 4 

 

 

 

＜平成 27 事業年度＞ 

 

項目 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 計 

評価 0 1 0 0 1 

情報公開等 0 2 0 0 2 

広報 2 0 0 0 2 

27 年度計 

（構成比） 

2 

(40.0%) 

3 

(60.0%) 

0 0 5 

 

 



 

 

 (4) その他業務運営に関する取組み      

特筆すべき取組及び成果等 

① 施設・設備 

＜中期目標期間＞ 

日常点検を通じて、必要な更新、改修を進め、省資源化を考慮し

た今後の修繕・更新計画をまとめた。【№54】 

＜平成 27 事業年度＞ 

教員の協力の下、ユニバーサルデザイン上課題のある箇所の一部 

を改善。（№91） 

 

② 安全管理 

＜中期目標期間＞ 

ア 環境改善及び安全確保のため、工房の空気環境の測定と階段か

らの落下防止や天井落下防止等の対策工事を実施。【No.55】 

イ 非常時対策として、安否確認システムの導入・運用や国際交流

危機対応マニュアルの作成・運用等の実施。【No.55】 

ウ 浜松市との間で締結した、災害時の帰宅困難者の一時避難施設

の運営に向けての準備、並びに非常用電源や非常食等備蓄品を

増強。【No.56】 

＜平成 27 事業年度＞ 

ア 避難路の一部制限など、実際の被害を想定した防災訓練を実施。 

イ 静岡県西部危機管理局の指導の下、職員だけでなく防災サーク

ルの学生も参加して「ＨＵＧ（避難所運営ゲーム）」を実施。 

(№95) 

③ 人権の尊重 

＜中期目標期間＞ 

ハラスメント防止委員会を設置し、ハラスメント相談員など相談

体制を整えるとともに防止啓発リーフレットを作成・配布。教職

員を対象として、教員や職員、相談員等属性別に、演習や自己診

断等様々な手法による研修を実施。【№57】 

＜平成 27 事業年度＞ 

教職員を対象として、弁護士による国内大学でのハラスメント判

例事例を学ぶ研修会を実施。欠席者には追加研修としてハラスメ

ント自己診断を促し、防止意識の啓発を強化。（№96） 



 

 

(4)その他業務運営に関する取組み 項目別の評価状況 

 

 

＜中期目標期間＞ 

 

項目 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 計 

施設・設備 0 1 0 0 1 

安全管理 0 2 0 0 2 

人権の尊重 0 1 0 0 1 

第 1 期計 

（構成比） 

0 

 

4 

(100%) 

0 0 4 

 

 

 

＜平成 27 事業年度＞ 

 

項目 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 計 

施設・設備 0 1 0 0 1 

安全管理 0 3 1 0 4 

人権の尊重 0 1 0 0 1 

27 年度計 

（構成比） 

0 

 

5 

(83.3%) 

1 

(16.7%) 

0 6 

 

 



 

 

 

＜中期目標期間＞ 

中期計画 57 項目中、計画を上回って実施することができた項目 

（自己評価Ａ）が 10 項目（17.5%）、計画を十分に実施した項目（ 

自己評価Ｂ）が 47 項目（82.5%）であった。十分な実施には至ら 

なかった項目（自己評価Ｃ）及び計画を大幅に下回った項目（自 

己評価Ｄ）はなかった。 

 

項 目 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 計 

教育研究 6 28 0 0 34 

法人経営 3 12 0 0 15 

自己点検・評価

情報提供 

1 3 0 0 4 

その他 0 4 0 0 4 

第 1 期計 

（構成比） 

9 

(15.8%) 

48 

(84.2%) 

0 0 57 

 

＜平成 27 事業年度＞ 

平成 27 年度計画 96 項目中、計画を上回って実施することがで 

きた項目（自己評価Ａ）が 8項目（8.3%）、計画を十分に実施した 

項目（自己評価Ｂ）が 88 項目（91.7%）であった。十分な実施に 

は至らなかった項目（自己評価Ｃ）及び計画を大幅に下回った項 

目（自己評価Ｄ）はなかった。 

  

項 目 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 計 

教育研究 3 58 0 0 61 

法人経営 3 21 0 0 24 

自己点検・評価

情報提供 

2 3 0 0 5 

その他 0 6 0 0 6 

27 年度計 

（構成比） 

8 

(8.3%) 

87 

(90.6%) 

1 

(1.1%) 

0 96 

 

自己評価  Ａ：計画を上回って実施している項目 

         Ｂ：計画を十分に実施している項目 

         Ｃ：計画を十分には実施していない項目 

         Ｄ：計画を大幅に下回っている項目 

 

３ 項目別評価の状況（全体） 
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